A Study of FCA, CPT, CIP in the Latest Incoterms by 田口 尚志
695最新版インコタームズにおけるFCA，CPT，CIP 条件に関する一考察
Ⅰ．はじめに
　周知のように，昨年2011年の１月１日より，新しいインコタームズである
2010年版（以下，単に2010年版と略す。過去の版の呼称もそれに準じる）が有
効となっており，貿易取引における実務の利用に供されている⑴。
　2010年版の作り手である国際商業会議所（International Chamber of Com-
merce；以下単に ICCと略す）に，前版たる2000年版からの改訂理由を求めれ
ば，関税の掛からない貿易圏が引き続き広がっていること，商取引において電
子通信が一層使われるようになっていること，物流のセキュリティについて関
心が高まっていること，および運送実務に変化が見られるようになっているこ
との４点を掲げる。
　これらのうち，2000年版が成った後に生じた米国でのテロ事件（2001年９月
発生）を契機にしたセキュリティ面への関心の高まりという理由を除けば，格
別目新しい理由は見当たらず，そもそも改訂する必要があったのだろうか，と
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⑴　2010年版のインコタームズについては（財）貿易奨励会専務理事の新堀聰博士によって英文原本及
び邦訳を並掲した文献（国際商業会議所日本委員会『Incoterms 2010』　ICC日本委員会，2010年，
ICC Publication No. 715E）が刊行されており，小稿での2010年版に関する記述は断りの無い限り，
同書を参考にしたものである。なお，小稿では同書を『2010年版』あるいは単に2010年版と略す。
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いう素朴な疑問を持ったことは吐露しておかねばならない。
　ICC自体も，当初は確かに改訂不要の思いを持っていたようで，改訂への動
きを一切見せなかったが，その後環境の変化があったのだろう，急遽，方針を
転換し2010年版作りを決め，改訂作業に入っていった。結果，インコタームズ
の2010年版として，名称より１年遅れた形ではあるけれども，2011年１月１日
から人々の利用に供することとなった模様である⑵。
　どのような理由から改訂の方向に舵を切ったのかはわからないし，それは
ICCのみが知ることなのでこれ以上の憶測は控えるが，結局のところ，ここ30
年ほどの間，1980年版，1990年版，2000年版ときっちり10年間隔で新しい版を
出してきた経緯を慮ったが故の2010年版作成という判断だったと思われる。
　しかし，国際貿易の実務におけるインコタームズのプレゼンスの大きさを考
えれば，この辺りについて ICC は10年間隔という時間的制約を外して，もう
少しじっくり時間を掛けた上での慎重な改訂を行うべきではなかったか。過去
の改訂に比した場合，今回はあまりに逼迫した時間内で行われた感が強いから
であるが，それは，殆ど同じ内容を持つDATと DAPの２つの条件を新たに
設けた事実によく現れていると思われるが⑶，小稿のテーマと外れるのでこれ
以上触れない。
　既に有効になっているものに関して今更とやかく言うつもりはないが，一言
のみでも付しておくべきと思われたので，今回の改訂版の初見時に抱いた感懐
を小稿冒頭で述べておく次第である。
　とはいえ，改訂を決めた以上は利用者にとって使いやすいルールを供してく
─────────────────
⑵　西口博之「インコタームズ最新版 Incoterms2010─従前の Incoterms2000版との比較において」
『国際金融1219号』外国為替貿易研究，2010年，54－55ページ参照。
⑶　いずれも持込渡系の条件として新たに設けられたが，両者の違いは仕向地に持ち込まれた運送手
段からの荷卸義務に関する負担の違いだけである。仮に時間を掛けた慎重な改訂作業を行ったので
あればこのようなあまりに似通った条件を新設する愚は防ぐことができたのではなかろうか。なぜ
なら筆者はインコタームズに盛り込まれる条件は明確な特徴をもったものに限られるべきであっ
て，できるだけ少ない数の条件の方が利用者にとって覚えやすく便利であると考えるからである。
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れればよいのだから，要は中身であろう。
　本稿においては，その中身について，ICC が利用を推奨している FCA，
CPT，CIP のいわゆるコンテナ取引条件に焦点を当てて考察することにする。
わが国では，伝統的な取引条件である FOB，CFR，CIF がまだまだ主流で，
FCA，CPT，CIP が普及・浸透していない現状にあるが⑷，これらの条件がな
ぜそういう状態にあるのかについても，卑見を交えて，論じてみよう。
Ⅱ．FCA，CPT，CIP 略説
１．2010年版における変更点─FCA，CPT，CIP との関係において
　2010年版において新たに取り込まれた内容は，2000年版が成った以降の実務
上の変化を受けたものに過ぎず，総論的には前版とそれほど変わるものではな
い。しかしながら，各論的には細かい点で幾つかの違いが見られる。次の諸点
がそうであろう。
　・ 国際的な物品売買だけではなく，内国のそれにも対応できるようとの意図
からインコタームズの正式名称が ICC Rules for the Use of Domestic and 
International Trade Terms と改められたこと（以前のそれは，Interna-
tional Rules for the Interpretation of Trade Terms であった）。
　・ 本船手摺（ship’s rail）の規定が削除されたこと。
　・ 売買対象物品の洋上での転売を意図したいわゆる連続売買（string sales）
の概念を有する規定が導入されたこと。
　・ 前版にあった DAF，DES，DEQ，DDUが削除され，代わりに DATと
DAPが新たに盛り込まれた結果，全部で11個の貿易定型取引条件，つま
り EXW，FCA，CPT，CIP，DAT，DAP，DDP，FAS，FOB，CFR，
CIF が定められたこと。
─────────────────
⑷　この現状を示す実務慣行については例えば，𠮷田友之『トレード・タームズの使用動向に関する
実証研究』関西大学出版部，2005年などを参照。
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　・ セキュリティに関する規定が追加されたこと。
　・ いわゆるTHC問題として知られるターミナル・ハンドリング・チャージ
に関する規定が新設されたこと。
　・ 各貿易定型取引条件に続く語として従来の「条件（terms）」に代えて「規
則（rule）」の語が充てられたこと（例えば，FOB rule，CIF rule という
具合である）
　・ 当該売買においてどのような運送形態が用いられるかによって，貿易定型
取引条件が二つに大別され，利用を強く推奨する条件とそうではない条件
に分けられたこと等，である。
　これらはいずれも本稿テーマのFCA，CPT，CIPと関係するものではあるが，
とりわけ関係が特に深いと思われる最後の２点を中心に考察することにした
い。なぜなら，それらに，FCA，CPT，CIP に対する今版の ICC の考え方な
らびに将来の方向性を読み取ることができると考えるからである。
２．更なる普及のための前提知識─FCA，CPT，CIP の主な内容
　しかしながら，規則（rule）の語を充てた点，および，運送形態別によって
推奨条件かそうではない条件か区分した点について述べる前に，FCA，
CPT，CIP が2010年版において一体どのように定められているのかについての
最低限の知識が必要と思われる。先にも若干触れたが，わが国の実務では，本
来 FCA，CPT，CIP が使われるべき状況であるにもかかわらず，従来からの
伝統的条件である FOB，CFR，CIF が用いられているという現実がある。明
らかに，ICCの意図とは異なる使われ方がなされているのであるから，これら
の条件の一層の普及を目指す上でも少なくとも FCA，CPT，CIP というもの
がどのような規定を持っているのかは知っておかねばならない。このような思
いから，冗長となるのを厭わず，各条件に基づく売主・買主の主な義務につい
て，ごく簡単な説明も加えて，一通り述べておくことにしよう⑸。
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FCA （Free Carrier） named place of delivery　運送人渡条件（指定引渡地）
　この条件は，いかなる運送手段に対しても使用できるし，かつ，一つ以上の運送手段
が用いられる場合にも使用できる。この条件の下での売主は，自己の施設またはその他
の指定地において，買主によって指定された運送人またはその他の者に物品を引き渡せ
ばよい。危険の移転は，引渡しがなされた地点で買主に移転するために，当事者にとって，
指定引渡地の内のどの地点でそれがなされるのかをできる限り細かく特定し，明らかに
しておくことが望まれる。物品が売主の施設で引き渡される場合には，指定引渡地とし
てその施設の住所が記されていなければならない。あるいはそれとは別に物品が，売主
の施設以外の場所で引き渡される場合には，異なる引渡地が明記されていなければなら
ない。引渡地が売主の施設とそれ以外の場所で分ける理由は，物品の積込・荷卸義務が
異なるからである。具体的に，売主の施設で引渡しが行われる場合には，売主は，買主
によって提供された運送手段に物品を積み込んだときに引渡義務を果たすことになる。
一方，売主の施設以外の場所で引渡しが行われる場合には，売主は，荷卸しの準備がで
きた売主の運送手段の上で，物品を買主によって指定された運送人またはその他の者の
処分に委ねるときに，引渡しの義務を果たすことになる。本条件では，原則として売主
に輸出通関義務が課されている。しかし，売主には輸入関税の支払い，輸入通関手続に
ついて義務は課されていない。
FCA売主の主要義務
　・売主は売買契約に合致する物品・商業送り状などを買主に提供しなければならない。
売主の義務で言及されるいかなる書類も当事者間で合意されているかまたは慣習となっ
ている場合には，同等の電子記録・手続きでよい。（A1）　・売主は，自己の危険・費用
でもって，物品輸出に必要な輸出許可その他の公式の認可を取得し，輸出通関手続を行
わなければならない。（A2）　・売主は，原則として，買主に対して，運送契約および保
険契約ともに締結する義務を負わない。但し，買主から運送契約の締結を依頼された場
合には，または，商慣習があり，かつ買主から相当の期間内に運送契約の締結を行う必
要がない旨の指図を売主が受けない場合には，売主は，買主の危険・費用でもって，運
─────────────────
⑸　以下の記述は，2010年版の23－31ページ，33－39ページ，および41－51ページの英文と，145－
153ページ，155－161ページ，および163－173ページの邦訳文とを比較しながらまとめたものであ
る。
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送契約締結をすることができる。いずれの場合でも，売主は，運送契約の締結を拒否で
きるが，その場合には迅速に買主に通知しなければならない。（A3）　・売主は，指定地
で，引渡しの合意がなされた期日または期間内に，買主によって指定されまたは売主に
よって選ばれた運送人等に，物品を引き渡さなければならない。（A4）　・売主は，指定
地が売主の施設の場合には，物品が買主により提供された運送手段に積み込まれたとき
に引渡しの義務を果たすことになる。指定地が売主の施設以外の場合には，物品が，荷
卸しの準備ができた売主の運送手段の上で，買主によって指定された運送人等の処分に
委ねられたときに，引渡しの義務を果たすことになる。（A4）　・売主は，原則として買
主に物品が引き渡されるときまで，物品の滅失・損傷の一切の危険，および輸出通関費
用などを含めた物品に関する一切の費用を負担しなければならない。（A5，6）　・売主
は，物品が引き渡されたことを買主に通知しなければならない。（A7）　・売主は自己の
費用でもって，物品が引き渡されたという証拠を買主に提供しなければならない。売主
は，買主の依頼による場合には買主の危険・費用でもって，運送書類を取得するための
助力を買主に与えなければならない。（A8）　・売主は，物品引渡しに必要な照合作業
（例えば品質，容積，重量，個数の照合）の費用や輸出国当局により命じられる船積前
検査の費用を支払わなければならない。（A9）　・売主は，原則として，自己の費用でもっ
て，当該運送に適した方法で，物品を梱包しなければならない。梱包には適切な荷印を
付けることができる。（A9）　・売主は，買主の依頼による場合には買主の危険費用で
もって，買主が物品の輸入のために，物品運送に必要な安全に関連する情報を含む書類
や情報を買主に提供し，買主のためにそれらを得るための助力を与えなければならない。
（A10）
FCA買主の主要義務
　・買主は売買契約に規定された通りに物品の代金を支払わなければならない。買主の
義務で言及されるいかなる書類も当事者間で合意されているかまたは慣習となっている
場合には，同等の電子記録・手続きでよい。（B1）　・買主は，自己の危険・費用でもっ
て，物品輸入のための輸入許可その他の公式の認可を取得し，かつ通関手続を行わなけ
ればならない。（B2）　・買主は，原則として自己の費用でもって，指定引渡地からの物
品の運送契約を締結しなければならない。・買主は，売主に対して，保険契約を締結す
る義務はない。（B3b）　・買主は，引渡しがなされたとき，物品の引き渡しを受け取ら
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なければならない。（B4）　・買主は，原則として，引渡しがなされたときから，物品の
滅失・損傷の一切の危険と費用を負担しなければならない。（B5，6）　・買主は，売主
が物品の引渡しのできる十分な時間内に，指定された運送人，運送手段，指定地内の受
取地点などについて，売主に通知しなければならない。（B7）　・買主は，提供された引
渡しの証拠を受け取らなければならない。（B8）　・買主は，強制的な船積前検査の費用
を支払わなければならない。但し，この検査が輸出国当局により命じられる場合を除く。
（B9）　・買主は，安全情報の必要条件を売主に通知しなければならない。（B10）　・買
主は，可能であれば，売主の依頼，危険・費用でもって，売主に対して，売主が物品の
運送および輸出のために，およびいかなる国を通過する物品の運送のために必要とする，
安全に関連する情報を含む書類および情報を提供したり，それらを得るための助力を与
えなければならない。（B10）　買主は，売主の依頼による場合には売主の危険費用でもっ
て，売主が物品の運送・輸出のために，物品運送に必要な安全に関連する情報を含む書
類や情報を売主に提供し，売主のためにそれらを得るための助力を与えなければならな
い。（B10）
CPT （Carriage Paid To） named place of destination 輸送費込条件（指定仕向地）
　この条件は，いかなる運送手段に対しても使用できるし，かつ，一つ以上の運送手段
が用いられる場合にも使用できる。この条件の下での売主は，自己が指定した運送人な
どに物品を引き渡し，指定仕向地まで物品を運送するのに必要な運送契約を締結し，そ
の輸送費を負担する義務を負う。このことは買主にとっては，物品引渡後に生じる一切
の危険，および輸送費を除くその他のあらゆる費用を負担することを意味している。
CPT売主は，物品を運送人に引き渡したときに（物品が仕向地に到着したときではな
い），自己の引渡しの義務を果たす。本条件では，危険と費用の分岐点が異なるために，
危険が移転する引渡地，および費用の分岐点となる指定仕向地を契約にできる限り細か
く特定し，明らかにしておくことが望まれる。複数の運送人が合意された仕向地への運
送に用いられ，かつ当事者が特定の引渡地点に合意していない場合には，危険は，原則
として売主が選択し，かつ買主の支配が及ばない地点で物品が最初の運送人に引き渡さ
れたときに買主に移転するとする。もし当事者が危険を後の段階（例えば海港または空
港）で移転させようとする場合には，売買契約でこのことを明記しておく必要がある。
当事者は，その地点までの費用は売主の勘定となるために，合意された仕向地の内の地
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点をできる限り正確に特定し，明らかにしておくことが望まれる。売主が運送契約の下，
指定仕向地での荷卸しについての費用を負う場合には，売主は，その費用を買主から回
収することはできないため，売主がかかる費用を回収したい場合には当事者間でその旨
の合意をしておかなければならない。CPT売主は，原則として物品の輸出通関義務を
負っているが，物品の輸入通関手続き，輸入関税の支払いについての義務はない。
CPT売主の主要義務
　・売主は売買契約に合致する物品・商業送り状などを買主に提供しなければならない。
売主の義務で言及されるいかなる書類も当事者間で合意されているかまたは慣習となっ
ている場合には，同等の電子記録・手続きでよい。（A1）　・売主は，自己の危険・費用
でもって，物品輸出に，および引渡しの前にいかなる国を通過する物品運送に，必要な
輸出許可その他の公式の認可を取得し，輸出通関手続を行わなければならない。（A2）
・売主は，原則として，合意された引渡地点から，合意された仕向地点までの，物品の
運送契約を締結しなければならない。運送契約は，売主の費用でもって，通常の条件で
締結され，かつ，通常の航路で慣習的な方法での運送を規定しなければならない。もし
特定の地点が合意されていない，または慣習によって決まっていない場合には，売主は，
自己の目的に最も適する引渡地点および指定仕向地点を選択することができる。（A3a）
・売主は，原則として，買主に対して，保険契約を締結する義務はない。（A3b）　・売
主は，合意がなされた期日または期間内に，運送契約を締結した運送人に物品を引き渡
すことによって物品を引き渡さなければならない。（A4）　・売主は，原則として，買主
に物品が引き渡されるまでの物品の滅失・損傷の一切の危険を負担しなければならない。
（A5）　・売主は，原則として，買主に物品が引き渡されるまでの物品の積込費用，およ
び運送契約で売主の勘定とされた仕向地における荷卸費用を含めた運賃，輸出通関費用
などを含めた，物品に関する一切の費用を負担しなければならない。（A6）　・売主は，
物品が引き渡されたことを買主に通知しなければならない。（A7）　・売主は，買主が物
品の受取りに通常必要な措置を講じられるように，必要な通知を買主に行わなければな
らない。（A7）　・売主は，慣習があり，または買主の依頼に基づき，自己の費用でもっ
て，契約運送のための通常の運送書類を買主に提供しなければならない。（A8）　この運
送書類は，契約物品を運送対象としており，船積みのために合意された期間内の日付が
表示されていなければならない。また，合意があるかまたは慣習がある場合に，その書
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類は，買主が指定仕向地において運送人に対する物品の引渡請求ができ，かつ買主がそ
の書類を譲渡することによって，または運送人への通知によって，運送途上の物品を後
続の買主に転売することを可能にするものでなければならない。（A8）　このような運送
書類は，譲渡可能な形式で，かつ正本が複通発行される場合には，正本の全通が買主に
提供されなければならない。（A8）　・売主は，物品引渡しに必要な照合作業（例えば品
質，容積，重量，個数の照合）の費用や輸出国当局により命じられる船積前検査の費用
を支払わなければならない。（A9）　・売主は，原則として，自己の費用でもって，当該
運送に適した方法で，物品を梱包しなければならない。梱包には適切な荷印を付けるこ
とができる。（A9）　・売主は，買主の依頼による場合には買主の危険費用でもって，買
主が物品の輸入のために，物品運送に必要な安全に関連する情報を含む書類や情報を買
主に提供し，買主のためにそれらを得るための助力を与えなければならない。（A10）
CPT買主の主要義務
　・買主は売買契約に規定された通りに物品の代金を支払わなければならない。買主の
義務で言及されるいかなる書類も当事者間で合意されているかまたは慣習となっている
場合には，同等の電子記録・手続きでよい。（B1）　・買主は，自己の危険・費用でもっ
て，物品輸入のための輸入許可その他の公式の認可を取得し，かつ通関手続を行わなけ
ればならない。（B2）　・買主は，売主に対して，運送契約を締結する義務はない。（B3a）
・買主は，原則として，売主に対して，保険契約を締結する義務はない。（B3b）　しかし，
買主は依頼があれば，保険の取得に必要な情報を売主に提供しなければならない。　・
買主は，引渡しがなされたとき，物品の引渡しを受け取らなければならず，かつ，指定
仕向地において運送人から物品を受領しなければならない。（B4）　・買主は，原則とし
て，引渡しがなされたときから，物品の滅失・損傷の一切の危険を負担しなければなら
ない。（B5）　・買主は，原則として，引渡しがなされたときから，運送契約で売主の勘
定とされていなければ荷卸し費用，輸入通関費用などを含めた，物品に関する一切の費
用を負担しなければならない。（B6）　・買主は，物品の出荷日，指定仕向地もしくはそ
の仕向地で物品を受け取る地点を決定できる場合，それらについて売主に通知しなけれ
ばならない。（B7）　・買主は，契約に合致していれば提供された運送書類を受け取らな
ければならない。（B8）　・買主は，強制的な船積前検査の費用を支払わなければならな
い。但し，この検査が輸出国当局により命じられる場合を除く。（B9）　・買主は，安全
999
704 早稲田商学第 431 号
情報の必要条件を売主に通知しなければならない。（B10）　・買主は，可能であれば，
売主の依頼，危険・費用でもって，売主に対して，売主が物品の運送および輸出のために，
およびいかなる国を通過する物品の運送のために必要とする，安全に関連する情報を含
む書類および情報を提供したり，それらを得るための助力を与えなければならない。
（B10）　買主は，売主の依頼による場合には売主の危険費用でもって，売主が物品の運
送・輸出のために，物品運送に必要な安全に関連する情報を含む書類や情報を売主に提
供し，売主のためにそれらを得るための助力を与えなければならない。（B10）
CIP （Carriage and Insurance Paid to） named place of destination　輸送費保険料込条
件（指定仕向地）
　この条件は，いかなる運送手段に対しても使用できるし，かつ，一つ以上の運送手段
が用いられる場合にも使用できる。この条件の下での売主は，自己が指定した運送人な
どに物品を引き渡し，指定仕向地まで物品を運送するのに必要な運送契約を締結し，そ
の輸送費を負担する義務を負う。このことは買主にとっては，物品引渡後に生じる一切
の危険，および輸送費を除くその他のあらゆる費用を負担することを意味している。
CIP売主は，物品を運送人に引き渡したときに（物品が指定地に到着したときではない），
自己の引渡の義務を果たす。本条件では，危険と費用の分岐点が異なるために，危険が
移転する引渡地，および費用の分岐点となる指定仕向地を契約にできる限り細かく特定
し，明らかにしておくことが望まれる。また，CIP売主は，運送途上における物品の滅失・
損傷という買主の危険に対する保険契約を締結し，その保険料を負担する義務を負う。
売主は，最小補償範囲の保険を取得する義務を負うに過ぎず，買主が広範囲の補償を求
める場合には，明示的に当該補償範囲について売主と合意しなければならず，または買
主自身で追加的な保険の手配を行わなければならない。CIP 売主は，物品を運送人に引
き渡したときに（物品が仕向地に到着したときではない），自己の引渡しの義務を果たす。
本条件では，危険と費用の分岐点が異なるために，危険が移転する引渡地，および費用
の分岐点となる指定仕向地を契約にできる限り細かく特定し，明らかにしておくことが
望まれる。複数の運送人が合意された仕向地への運送に用いられ，かつ当事者が特定の
引渡地点に合意していない場合には，危険は，原則として売主が選択し，かつ買主の支
配が及ばない地点で物品が最初の運送人に引き渡されたときに買主に移転するとする。
もし当事者が危険を後の段階（例えば海港または空港）で移転させようとする場合には，
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売買契約でこのことを明記しておく必要がある。当事者は，その地点までの費用は売主
の勘定となるために，合意された仕向地の内の地点をできる限り正確に特定し，明らか
にしておくことが望まれる。売主が運送契約の下，指定仕向地での荷卸しについての費
用を負う場合には，売主は，その費用を買主から回収することはできないため，売主が
かかる費用を回収したい場合には当事者間でその旨の合意をしておかなければならな
い。CIP売主は，原則として物品の輸出通関義務を負っているが，物品の輸入通関手続き，
輸入関税の支払いについての義務はない。
CIP 売主の主要義務
　・売主は売買契約に合致する物品・商業送り状などを買主に提供しなければならない。
売主の義務で言及されるいかなる書類も当事者間で合意されているかまたは慣習となっ
ている場合には，同等の電子記録・手続きでよい。（A1）　・売主は，自己の危険・費用
でもって，物品輸出に，および引渡しの前にいかなる国を通過する物品運送に，必要な
輸出許可その他の公式の認可を取得し，輸出通関手続を行わなければならない。（A2）
・売主は，原則として，合意された引渡地点から，合意された仕向地点までの，物品の
運送契約を締結しなければならない。運送契約は，売主の費用でもって，通常の条件で
締結され，かつ，通常の航路で慣習的な方法での運送を規定しなければならない。もし
特定の地点が合意されていない，または慣習によって決まっていない場合には，売主は，
自己の目的に最も適する引渡地点および指定仕向地点を選択することができる。（A3a）
・売主は，自己の費用でもって，少なくとも協会貨物約款（ロイズ市場協会 : LMA 
（Lloyd’s Market Association）／ロンドン国際保険業者協会：IUA（International 
Underwriting Association of London）の C条件またはそれと同種の最小限の補償範囲
の貨物保険を取得しなければならない。この保険は，信頼できる保険業者・保険会社と
契約されるべきであり，物品に被保険利益を有する買主または他の者が，直接保険者に
保険金の請求を行えるものでなければならない。（A3b）　売主は，買主によって要求さ
れた場合には，売主によって依頼された必要な情報を買主が提供することを条件として，
取得可能であれば，買主の費用でもって，協会貨物約款（上記参照）のA条件またはB
条件，もしくはそれと同種の補償範囲，および／または協会戦争約款・協会ストライキ
約款もしくはそれと同種の補償範囲などの，追加的補償を売主は取得しなければならな
い。（A3b）　この保険は，少なくとも契約で定められている価格に10％を加えたもの（す
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なわち110％）を補償すべきであり，契約の通貨によるべきである。この保険は，売主
の義務に示されている引渡地点から，少なくとも指定仕向地まで物品を補償すべきであ
る。売主は，保険証券または保険による補償についての他の証拠を買主に対して提供し
なければならない。売主は，買主の依頼によって危険および費用でもって，買主が追加
の保険を取得するために必要な情報を買主に提供しなければならない。　・売主は，合
意がなされた期日または期間内に，運送契約を締結した運送人に物品を引き渡すことに
よって物品を引き渡さなければならない。（A4）　・売主は，原則として，買主に物品が
引き渡されるまでの物品の滅失・損傷の一切の危険を負担しなければならない。（A5）
・売主は，原則として，買主に物品が引き渡されるまでの物品の積込費用，運送契約で
売主の勘定とされた仕向地における荷卸費用を含めた運賃，保険料，および，輸出通関
費用などを含めた，物品に関する一切の費用を負担しなければならない。（A6）　・売主
は，物品が引き渡されたことを買主に通知しなければならない。（A7）
　・売主は，買主が物品の受取りに通常必要な措置を講じられるように，必要な通知を
買主に行わなければならない。（A7）　・売主は，慣習があり，または買主の依頼に基づ
き，自己の費用でもって，契約運送のための通常の運送書類を買主に提供しなければな
らない。（A8）　この運送書類は，契約物品を運送対象としており，船積みのために合意
された期間内の日付が表示されていなければならない。また，合意があるかまたは慣習
がある場合に，その書類は，買主が指定仕向地において運送人に対する物品の引渡請求
ができ，かつ買主がその書類を譲渡することによって，または運送人への通知によって，
運送途上の物品を後続の買主に転売することを可能にするものでなければならない。
（A8）　このような運送書類は，譲渡可能な形式で，かつ正本が複通発行される場合には，
正本の全通が買主に提供されなければならない。（A8）　・売主は，物品引渡しに必要な
照合作業（例えば品質，容積，重量，個数の照合）の費用や輸出国当局により命じられ
る船積前検査の費用を支払わなければならない。（A9）　・売主は，原則として，自己の
費用でもって，当該運送に適した方法で，物品を梱包しなければならない。梱包には適
切な荷印を付けることができる。（A9）　・売主は，買主の依頼による場合には買主の危
険費用でもって，買主が物品の輸入のために，物品運送に必要な安全に関連する情報を
含む書類や情報を買主に提供し，買主のためにそれらを得るための助力を与えなければ
ならない。（A10）
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CIP 買主の主要義務
　・買主は売買契約に規定された通りに物品の代金を支払わなければならない。買主の
義務で言及されるいかなる書類も当事者間で合意されているかまたは慣習となっている
場合には，同等の電子記録・手続きでよい。（B1）　・買主は，自己の危険・費用でもっ
て，物品輸入のための輸入許可その他の公式の認可を取得し，かつ通関手続を行わなけ
ればならない。（B2）　・買主は，売主に対して，運送契約を締結する義務はない。（B3a）
・買主は，原則として，売主に対して，保険契約を締結する義務はない。（B3b）　しかし，
買主は，買主によって依頼された追加保険を売主が取得するために必要な情報を売主に
提供しなければならない。　・買主は，引渡しがなされたとき，物品の引渡しを受け取
らなければならず，かつ，指定仕向地において運送人から物品を受領しなければならな
い。（B4）　・買主は，原則として，引渡しがなされたときから，物品の滅失・損傷の一
切の危険を負担しなければならない。（B5）　・買主は，原則として，引渡しがなされた
ときから，運送契約で売主の勘定とされていなければ荷卸し費用，輸入通関費用，買主
の依頼による追加保険の費用などを含めた，物品に関する一切の費用を負担しなければ
ならない。（B6）　・買主は，物品の出荷日，指定仕向地もしくはその仕向地で物品を受
け取る地点を決定できる場合，それらについて売主に通知しなければならない。（B7）
・買主は，契約に合致していれば提供された運送書類を受け取らなければならない。
（B8）　・買主は，強制的な船積前検査の費用を支払わなければならない。但し，この検
査が輸出国当局により命じられる場合を除く。（B9）　・買主は，安全情報の必要条件を
売主に通知しなければならない。（B10）　買主は，可能であれば，売主の依頼，危険・
費用でもって，売主に対して，売主が物品の運送および輸出のために，およびいかなる
国を通過する物品の運送のために必要とする，安全に関連する情報を含む書類および情
報を提供したり，それらを得るための助力を与えなければならない。（B10）　買主は，
売主の依頼による場合には売主の危険費用でもって，売主が物品の運送・輸出のために，
物品運送に必要な安全に関連する情報を含む書類や情報を売主に提供し，売主のために
それらを得るための助力を与えなければならない。（B10）
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Ⅲ．変更点の分析─FCA，CPT，CIP 条件との関係で─
１．運送形態基準による区分について
　所論を展開する上での最低限の前提知識として，やや冗長ではあったが
FCA，CPT，CIP 条件の個々の中身を一通り見た。これらを踏まえ，ICC が
今版において，運送形態のあり方を基準に，利用を強く推奨する条件とそうで
はない条件に分別した点について言及してみる。
　既に述べたように，ICCは2010年版において全部で11個に上る条件を設けて
いるが，それらを「いかなる単数または複数の運送手段（any mode or modes 
of transport）」に適した条件と，「海上および内陸水路運送（sea and inland 
waterway transport）」に適した条件とに分ける。前者には，EXW，FCA，
CPT，CIP，DAT，DAP，DDP の７つの条件を，後者には FAS，FOB，
CFR，CIF の４つの条件を配し，前者の条件を，後者の条件に比して利用を強
く勧める。
　ICCの注釈書によれば，前者の７つの条件は，選ばれた運送手段に拘わりな
く，また，一つのもしくは一つ以上の運送手段が使われるかにどうかに拘わり
なく利用できるとし，後者の４つの条件については，物品の引渡地点と，買主
まで物品が運ばれた場合の地点のいずれもが港（ports）である場合に利用で
きると説明する⑹。ややわかりにくい表現であるが，要は，前者の７つの条件
は，複合運送を想定した door-to-door の運送の場合に利用できるとし，一方，
後者の４つの条件は，複合運送ではない単一の海上運送，すなわち，port-to-
port の運送の場合にのみ利用できるとしたのである。
　しかし，使われる条件を中心に観た場合にはそれほど単純ではない。抽象的
に述べるより， 具体的に，前者に属す７つの条件の１つである FCAと，後者
─────────────────
⑹　ICC, ICC Guide to Incoterms 2010, ICC publication No. 720, p. 17.
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に属す４つの条件の１つである FOBの２つの条件を比べてみれば，両者の関
係においてさえ様々な解釈が可能であって，複雑さが理解できる。
　FCAに焦点を当ててみれば，２つの解釈が可能となる。
　１つは，FCAがFOBの対応概念を包含するという解釈である。この解釈は，
FCAが全ての運送手段に対応するとの言葉を文字通りに捉えた解釈法といえ
る。
　もう１つの解釈は，FCAの対応概念は，FOBの対応概念を除いたもの，す
なわち，陸上運送，航空運送，そして在来船を除く海上運送に対応するという
解釈である。この解釈は，FOBの存在意義を強調する考え方に基づく解釈法
といえるものである。この解釈法の主な根拠は，FOBが，FCAに含まれてし
まうのであれば，FOBの存在理由がなくなってしまうところにある。言い換
えれば，FOBがインコタームズの１つとして組み入れられている事実自体が，
FCAには含まれないことの証拠であるというものである。
　この２つの解釈のうち ICC はいずれの解釈を採っているのだろうか。この
問いに対して，ICCは明確には答えておらず想像するしかないが，卑見は，殊，
2010年版に限った場合には，ICCは FCAには FOBを含めないと捉えている，
と考えたい。その理由について危険移転規定を例に取りながら若干説明しよ
う。
　そもそも前版の2000年版時代の FOBは，危険移転の分岐点を本船手すりと
していた。一方，2000年版に基づく FCAは，物品の運送人への管理下に移し
た時に引渡しとし，その時をもって危険移転の分岐とするやや抽象度の高い基
準を有していた。この基準においてFOBとFCAの両条件は明らかに異なるが，
特筆すべきは，当時の実務でも本来 FCAが使われるべきケースで FOBが使
用される場面が多かったという実態があり，そのような実態の下に両条件の規
定を整合的に捉えようとすれば，抽象度の高い基準を持つ FCAに FOBが含
まれると解せばよいとする余地が多分にあったと思われることである。
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　特に当時は今に比べて FCAがなおさら知られていなかったせいか，FOB
が使われることが多かったと想像され，そのような使用法が真っ向から否定さ
れればかえって問題となったためであろう，本来は誤用であるが半ば誤用では
ないような形で見過ごされ，それが常態であるような観があった。仮に誤用を
そのまま誤用として肯定したとしても，取引当事者間で何らトラブルがなけれ
ば別段構わないわけであるから，誤用自体も気に掛けなくなり，実務のコンテ
クストにおいては，次第に FOBと FCAは半ば互換的（interchangeable）な
関係にあるとさえ受け取れる状況が作り出されていたように思われる⑺。
　この問題に関する研究者の言は少ないが，インコタームズの改訂にわが国を
代表して参加をしている新堀聰博士が，1990年版当時の発言ではあるが次のよ
うに述べていた。
　「これらの条件（筆者注：FCA，CPT，CIP のこと）は，コンテナ輸送に最
も適してはいるが，コンテナを使わない通常貨物の場合でも使えないことはな
い。ただ，実際には，通常貨物については，これらの条件をどうしても使わね
ばならないという理由はないので，当事者は従来使い慣れた FOBなどの伝統
的取引条件を使用することになるであろう」⑻。
　博士の言う通常貨物が在来船の使用を意図した場合かどうかはわからない
が，在来船の使用を念頭に置く発言だったとすれば，在来船を使った場合にで
も FCAが使われることを肯定した見解と判断できよう。すなわち，FCAが
FOBを代替することを認めたものに他ならず，少なくとも新堀博士は1990年
版においては FCAが FOBを包含できるという解釈をとっていたと考えられ
る。
─────────────────
⑺　実際，FCAが使われるべき場面に FOBが使われても，また，それとは逆に，FOBが使われる
べき場面で（つまり，在来船用の貨物を対象とした取引において），FCAが使われても，それほど
問題はなかったと思われ，少なくとも筆者の周りではトラブルらしいトラブルに至ったという事例
は皆無であった。
⑻　新堀聰『実践・貿易取引』日本経済新聞社，1998年，71ページ。
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　翻って2010年版に議論の場を移せばどうか。
　FOBについてみてみよう。2010年版の FOBは，危険移転の分岐点として，
従来から一貫して保たれてきた本船手すりの基準を廃止した。その伝統的な基
準に代えて，本船上に物品が置かれた時という基準を設けたことは若干触れた
が，それだけでなく，今版に至っては物品調達時という新たな基準も導入した。
　具体的に，FOBのA4の引渡しに関する規定を例に取れば，The seller must 
deliver the goods either by placing them on board the vessel …or by procur-
ing the goods so delivered と定めている（CIF，CFR もほぼ同様の規定を有
している）。
　つまり，2010年版の FOBにおいては，売主は，本船の船上に物品を置くこ
とと並設して，そのような引き渡された物品を調達（procure）することによっ
て，物品を引き渡さなければならない，と定めるのである。
　この新しい規定は，相場性を持つ商品が，洋上を漂う船の上にある間に，相
場変動によって次から次へと売買されてゆく，いわゆる連続売買（string 
sales）⑼を意図したものであるが，過去のインコタームズのいずれの版にも全
く取り入れられていなかったものである。
　本船手すりの基準から，本船上に物品が置かれた時という基準への改変はま
だしも，商品取引の連続売買を意識した調達概念が加えられた点は大きな変更
と思われる。2010年版の FCAにはそのような概念は加えられていない。
　もっとも，連続売買は，FCAの売買対象物品であっても理論的には全く行
われないとはいえないだろうから，調達概念を意識した規定がFCAの中に取
り込まれてもよかったと思われるが，それでも取り込まれなかったのは，今般
において ICC は意図的に FOBと FCAを峻別しようとしたためであろう。こ
れは2000年版との大きな違いである。
─────────────────
⑼　売買があたかも紐や鎖のように連続して行われるという様から，連続売買（string sales）と呼
ばれる。
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　以上より，2010年版のFOBは従前とは異なる概念を新たに取り入れており，
FOB・FCAの間には前版と比しても一層の乖離が見られるので，2010年版の
FOBは FCAには包含されるものではないと解したい。
　ちなみに，FOBと同じ伝統的条件である CIF，CFRはともに，今般からこ
の調達概念を意識した規定をそれぞれの中に取り込んでいるが，FCAと同じ
コンテナ取引条件であるCIP，CPTは，そのような規定を取り入れてはいない。
これらを総じて言えば，ICCは，今版の2010年版において，伝統的な取引条件
と，新しい条件であるコンテナ取引条件との線引きを明確に図っているといえ
そうである。
　加えて，それと足並みを揃えるかのような規定が，2010年版の CIF の中に
盛り込まれているのでみてみよう。
　今版の CIF においては，売主の買主への提供書類として，他の書類も認め
られる余地を残しながらも⑽，流通可能の船荷証券を原則としている。CIF 売
主には，通常の運送書類（transport document）を買主に提供しなければなら
ない義務が課されているが，この場合の運送書類は，買主が仕向港で運送人に
物品の引渡しを請求することができるものでなければならないし，または，買
主が，引き続く買主にその書類を譲渡することによって，あるいは運送人への
通知によって，運送途上にある物品を転売することができるものでなければな
らないと定めている。この船荷証券を重視する姿勢は，船荷証券の他，海上貨
物運送状などの流通不能の書類を明示し，各種の書類を幅広く認めていた1990
年版・2000年版の CIF とは明らかに異なるものであって，流通性を有する船
荷証券を原則としていた1936年版から1980年版までの CIF に非常に近いもの
である。つまり，今版に至って，CIF は，コンテナがそれほど普及していない
時代のCIF に先祖がえりを果たしたようにもみえるのである。
─────────────────
⑽　運送人への通知によって輸送途上の貨物の転売が行われることを認めている点は指摘しておかね
ばならない。
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　この ICC の方針は，まさに近年に至るまで，「あのような取引も，このよう
な取引も CIF でカバーできる」という当事者感覚を助長してきたことに対す
る反省，すなわち，CIF の意味の膨張を許容し続けてきたことへの ICC 自ら
の反省に基づいたものであったと考えられる。もちろん，これまでも ICC は
一定の場合には CIF を使うべきではない旨の注意喚起を与えてきたが，イン
コタームズの規定そのものに抑制のための工夫を盛り込むことはなかった。し
かし，今版では，上述した具体的な規定を設け，確実に CIF の適応領域を限
定化し，押し篭められた CIF としている。それによって，新しい条件である
CIP は，カバー領域を相対的に広げることになった。この原理は，CIF と CIP
との間の関係に留まるものではなく，FOBと FCA，CFRと CPTのそれぞれ
の関係にも当てはまる。ICCは，コンテナ取引条件がより多くの場面で使われ
ることを目指して，今回の改訂に臨んだのであろう。
　以上，FCAと FOB，さらには CIF と CIP などを例に取りながら所論を展
開してきたが，ここで一応次のようにまとめておきたい。
　ICCは，伝統的な取引条件と，新しいコンテナ取引条件との線引きを従来か
ら打ち出してきたが，今版の2010年版に至り，その境界線の線引きを従来の版
とは比較にならないほど強く，濃く打ち出している。具体的には，伝統的取引
条件の中にそれらの条件の適応領域を限定化する効果を生む規定を盛り込むこ
とによって，その境界線を，以前の版よりも，伝統的取引条件の側に入り込ん
だ形で引き，ひいてはコンテナ取引条件の適応領域をより広くする効果をもた
らしたといえる。
　FOB，CIF，CFR の伝統的な取引条件は一次産品に代表される相場商品の
取引を対象に使われる条件として，一方，FCA，CIP，CPT のコンテナ取引
条件は，それら以外の多くの取引に，具体的にはコンテナ貨物や航空貨物とし
て構成される製品類の取引を主な対象に使われる条件として受け取ることがで
きるのであるが，上記の ICC の政策判断より，FCA，CIP，CPTのコンテナ
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取引条件が主であって，FOB，CIF，CFR の伝統的な取引条件は従の地位に
置かれていることは指摘しておきたい。
　翻って，上記の ICC の考え方に従えば，船舶であってもコンテナを使った
場合や航空貨物の場合には，FCA，CPT，あるいはCIPを使わなければならず，
従来大目に見られていた観のある FOB，CFR，あるいは CIF での代用は，明
らかな誤法として厳しく受け取られるのであろう。取引に携わる実務家は，こ
の点をしっかり認識しておく必要がある。
２．「規則（rule）」の語を充てた点について
　次いで，今版の2010年版から使われ出した「rule（規則）」の語に関して論
じてみる。
　今版から，「rule（規則）」の語が，FCA rule，FOB rule，CIP rule，CIF 
ruleという具合で用いられており，従来からの慣習的な呼称である「terms（条
件）」の語に慣れた筆者は違和感を禁じえない⑾。なぜこの種の変更がなされ
たのだろうか。卑見は，ある定型取引条件の解釈について確実に今版の解釈に
基づかせたいと ICCが強く考えたからではないかというものである。
　他のルールの解釈に基づくのではなく，あるいは漠然とインコタームズの解
釈に基づくのでもなく，あくまでも2010年版に盛り込まれた当該定型取引条件
の解釈によるということを明確にしようとしたのであろう。このことは，例え
ばCIFの解釈が問題になった場合，どの基準による解釈かを探れば，ワルソー
オックスフォード規則に基づく解釈か，改正米国貿易定義に基づく解釈か，あ
るいは，インコタームズに基づく解釈かなど，さらには，たとえインコターム
ズに拠るとした場合であっても何年版の解釈であるかなどの問題が予想され
─────────────────
⑾　CIF を例にとれば，CIF terms，CIF term，CIF sales，CIF sale，CIF contract，CIF contracts
という呼び方がこれまで一般的であった。このような貿易定型取引条件の語法に関するものとして
は，拙稿「Trade Terms（定型取引条件）における terms（条件）の語の分析」『日本商業英語学
会研究年報第60号』，2000年，43－49ページ参照。
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る。しかし，CIF rule というこれまで一般的ではなかった表現がなされた場
合の特定においては，例外はあるかもしれないが，2010年版の CIF rule に基
づく解釈が最も正当な解釈基準になると結論付けることができよう。
　指摘しておきたいのは，ここにも既に考察した FOB，CIF，および CFRの
条件のそれぞれの意味の膨張を許容し続けてきたことへの ICC の反省を垣間
見ることができることである。一見それほど意味があるとは思えない terms か
ら rule への言葉の改変であるが，FOB，CIF，CFR の解釈について2010年版
への厳格的適用を図れるから，結果として，FOB，CIF，CFR と，FCA，
CIP，CPTとの棲み分けを推し進めるとともに，コンテナ取引条件の適応領域
をより広くする効果をもたらすことが期待される。
　なお，「規則」というと個別の条件ではなく，全条件を合わせたインコター
ムズの全体像を指すかのような印象を与えてしまうので，本稿においては，従
来からの慣習的な呼称である「条件」の語を充てている。
３．貿易手続きの簡素化─物流面への意識の更なる向上
　そもそも貿易定型取引条件に影響を与える要素は，売買当事者間の権利のや
り取りを含む様々な情報をはじめとするコミュニケーションの交換を指すいわ
ゆる商流と，モノの物理的な移動を指す物流，および資金の流れを指す金融の
３つの柱に象徴される。貿易定型取引条件のうち，例えばCIFを取り上げれば，
CIF という簡単な表記の下，各々の流れが，具体的な運送契約義務や貨物保険
付保義務となって売主・買主間に適宜に配分される。つまり，これらの３つの
柱を１つに束ねる役割を果たすのが貿易定型取引条件なのであるが，今日で
は，それぞれの流れのうち物流が大きな役割を果たしているように思われる。
そして，その物流が定型取引条件の選択に強い影響を与えている。すなわち，
貿易定型取引条件の選択にあたって，売買当事者は，もちろん例外はあるだろ
うが，以前に比して物流面を意識しながら，その選択を行うのであって，その
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ようにみれば，今回の ICCが運送形態別の基準を設けたのも頷けよう。
　この点については当事者による物流面への意識の高まりを支える現象につい
ての説明と共に，他の側面における意識の退潮についての説明が必要であろ
う。
　今日の貿易取引の特徴として，企業の海外進出が依然として進んでいること
に起因する企業内貿易が増加していることや，SCM（サプライチェーンマネ
ジメント）が進展していること，さらには，AEO制度⑿に代表されるように
セキュリティ対策が強化されるなどの点があげられる。
　このうち，企業の海外進出による企業内取引の増加や SCMの進展に焦点を
当てれば，これらの取引を行う当事者の関心は決済面にはない。なぜなら当事
者の関係は長期継続的なものであり，互いによく知った者同士の間柄にあるか
らである。事実，送金ベースでの決済，すなわち，いわゆるオープンアカウン
トの取引が多く見られるようになっているのはその証左でもある。このこと
は，銀行等を介在させた船荷証券などの運送書類を中核としたドキュメンタ
リーベースの決済からの移行を意味し，ひいては，運送と金融の分離傾向も示
すものである⒀。
　決済面で不安がないとすれば，運送途上の物品に係る物流上の危険があげら
れるかもしれない。しかし，そのような危険も，運送技術が発達し，さらには
コンテナが普及し運送時間も短縮している今日では，以前に比せば事故となっ
て顕在化する蓋然性もそれほど高くない。また，仮に顕在化したとしても保険
でカバーできればよいとする考え方もある。
　このように決済面での不安も，また，運送上の危険もそれほど気にならない
とすれば，当事者の関心は取引全体に掛かる総費用をいかに削減してゆくかに
─────────────────
⑿　AEO制度については，藤岡博『貿易の円滑化と関税政策の新たな展開』日本関税協会，2011年，
199ページ以下，特に，232－269ページ参照。また，次のURL 参照。url ＝ http://www.customs.
go.jp/zeikan/seido/kaizen.htm　visited on January 22, 2012.
⒀　もっとも途上国との間の貿易決済においては，ドキュメンタリー取引の比率は依然として高い。
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移ってゆく。取引に関わるあらゆる費用（在庫費用や人件費などを含めた総費
用）の低減化・最小化が目指されるのである⒁。このことは，もちろん物流面
にも当てはまる。ともすれば国際間の運送費にのみ着目されがちであるが，国
内はもちろん，現地経費などを費用項目ごとに数値化し，物流の起点から終点
までの全体に係わる総コストの観点から検討されるのである。その検討の過程
では，キャッシュフロー上の負担となる在庫を極力減らすという観点から，
リードタイムの短縮化・短納期化，すなわち運送における迅速性が求められ
る⒂。このように費用の面さらには迅速性の面からも，起点から終点に至るま
で寸断されない一貫的運送が選好されるのもよくわかる。しかし，それを言う
のは容易いが，実務の現場を踏まえれば，それほど簡単ではない。理由の一つ
には，貿易手続きに関する従来からの諸制度の存在があげられる。
　しかし，近年徐々にではあるが，その改善が図られてきているのも事実であ
る。上記の実際界の意向に対する国家政策の観点からのサポートの一つと位置
づけることができる近時のわが国輸出手続きの改善事例があるので，ここで示
しておきたい。保税搬入原則の見直しを図った「関税定率法等の一部を改正す
る法律」（2011年３月31日成立，同年10月１日施行）がそれである。同法の骨
子は次の通りである。
　・ 輸出申告は，これまで貨物を保税地域等へ搬入した後に行うものとされて
いたが，貨物を一定の条件の下で，保税地域等に入れることなく行うこと
ができるようになったこと（関税法第67条関係）。
　・ 貨物に関するセキュリティ管理および法令遵守の体制が整備された通関業
─────────────────
⒁　Branch, Alan E., Global Supply Chain Management in International Logistics, Routledge, Lon-
don, 2008, pp. 1-12.
⒂　トランジット・タイムの長短が経済に大きく影響を与えることを示したものとして，例えば，や
や古い2001年時点の論説だが，Hummels, D., Time as a trade barrier, Purdue University, July 
2001, p. 26. 次のURL参照。http://www.krannert.purdue.edu/faculty/hummelsd/research/time3b.
pdf　visited on September 20, 2011.
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者に通関手続きを委託し，貨物を輸出しようとする者，および貨物に関す
るセキュリティ管理と法令遵守の体制が整備された製造者が製造した貨物
を輸出しようとする者に対する特別措置の改善等を行うようになったこと
（関税法第30条，第63条関係）。
　この改正によって，これまで保税地域に貨物を搬入した後に行うことになっ
ていた輸出申告を一定の条件下で保税地域への搬入前に行えるようになっただ
けでなく，「コンテナ扱い申請」も廃止されたことから，当事者は工場等どこ
ででもコンテナ詰めが可能となった。具体的には，これまでは，保税地域での
貨物のコンテナ詰めをする必要があったために，工場からトラックで保税地域
まで貨物を運んでゆかなければならなかったから，コンテナ詰めをするまでの
貨物の積替等の作業を省略でき，船積みまでの作業時間の短縮化が可能となっ
た。地味な改正に映るかもしれないが，この種の改善を地道に積み上げてゆく
ことが重要と考える⒃。
　以上，わが国の最近の事例を交え，金融面・貨物の損傷リスク面への意識の
退潮，および，物流面への意識の高まり等について簡単にみたが，これらを踏
まえれば，ICC が，2010年版において，door-to-door を意図した運送か否かを
基準にしつつ，貿易定型取引条件を大別し，FCA，CPT，CIP をはじめとし
─────────────────
⒃　なぜなら，インフラをはじめとする他の様々な要素を含めて考えなければならないために，この
種の改善は，既存のものを根本から壊すのではなく，これまで積み上げられてきたものに更にブ
ラッシュアップを掛けてゆくという着実かつ現実的な姿勢（例えば，国土交通省による「コンテナ
物流の総合的集中改革プログラム」等の各種の国家プロジェクトと併せて，実践してゆくという姿
勢である）が重要だと考える。そのような長期的・横断的な幅広い視野をもった姿勢をもってはじ
めて，関係当事者は相応の効果を享受できるようになると思われる。なお，「コンテナ物流の総合
的集中改革プログラム」については，国交省の言葉をそのまま引用すれば，「スーパー中枢港湾プ
ロジェクトの充実・深化を更に進め，港湾サービスの更なる向上と国内外をつなぐ効率的・低炭素
型のシームレスな物流網の形成を目指し，民間事業者による自立的・継続的な事業の展開に向けた
先導的な官民共同プロジェクト」という。詳細は以下を参照されたい（url ＝ http://www.mlit.
go.jp/report/press/port02_hh_000012.html　visited on December 10, 2011）。また，平田義章「関
税法の改正について─輸出貨物にかかわる保税搬入原則の見直し─」（JIFFA News，第175号，
2011年11月），７－13ページ等参照。
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た door-to-door の運送を意図した条件を他の条件より推奨するのは，今日の貿
易取引の特徴に配慮した結果ともいえ，合理性を持った判断だったと評価でき
よう。
Ⅳ．FCA，CPT，CIP に対する期待と課題
　2010年版において，ICCが，伝統的取引条件たるFOB，CFR，CIF よりも，
コンテナ取引条件である FCA，CPT，CIP の利用を推奨していること，およ
びその ICC の考え方の背景には，今日の貿易取引で重要な役割を担っている
物流という要素が強く影響していること，さらには，そのような ICC の考え
方は合理性を持ったものであることについて述べてきた。
　これらの理解に基づけば，今後すぐに取引当事者が FCA，CPT，CIP を使
うようになる，あるいはそこまでゆかなくとも徐々にそれらの条件の利用が増
えてゆくように思われるが，果たしてどうだろうか。卑見は，ICCが今版にお
ける考え方を各種の媒体を通じて一層強く推し進めていかない限り，それほど
利用されてゆくようには思えず，ICCの期待には沿わないのではないかという，
やや厳しい見方をしている。その理由を以下，CIP を例にとって論じることに
しよう。
　日本から米国への CIP 輸出を，米国商務省の推奨法に習って表現すれば，
例えば，次の書き方になる⒄。
　CIP Buyer’s warehouse in Shoreline， State of Washington, USA (Incoterms 
2010).
　書例は，見積り送り状（proforma invoice）の売買条件（terms of sale）欄
への記載文言であるが，これの意味するところは，インコタームズの2010年版
─────────────────
⒄　US Department of Commerce, International Trade Administration, A basic guide to exporting: 
the official government resource for small and medium-sized businesses, 10th ed., Washington, D.C., 
2011, p. 171.
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の CIP の規定に基づき，売主が Buyer’s warehouse in Shoreline, State of 
Washington, USA までの輸送費・保険料を負担するけれども，売主による物
品引渡義務は運送人の管理下に引き渡した積地で完了し，かつ，買主への危険
移転もその引渡しが行われた時点で買主に移るというものである。
　仮に上のケースで積地がTokyo terminal, Japan とすると，上記CIP に基づ
く売買は，Tokyo terminal, Japan の地点からBuyer’s warehouse in Shoreline, 
State of Washington, USA の地点までの輸送費・保険料は売主が支払うが，危
険が移転するのは Tokyo terminal, Japan の地点であって Tokyo terminal, 
Japan の地点以降の危険は買主が負担するというものである。このように，
CIP は，積地であるTokyo terminal, Japan の地点（危険移転の分岐点）と揚
地である Buyer’s warehouse in Shoreline, State of Washington, USA の地点
（輸送費／保険料の負担地点）の２つの基準を併せ持つのである。
　しかし，CIP がどのような意味を持つのか全く知らない者にとっては，上の
Buyer’s warehouse in Shoreline, State of Washington, USA の地点を，危険移
転の分岐点であり，かつ，輸送費 /保険料の負担地点の基準として解するはず
である。それが言い過ぎであれば基準として解す確度が高いといえようが，少
なくとも，CIP の文字の後に表示されるBuyer’s warehouse in Shoreline, State 
of Washington, USA ではない場所で，引渡しが行われ，かつ，危険移転がな
されるとは想像もしないのではなかろうか。先にも見たように，見積り送り状
（proforma invoice）の売買条件（terms of sale）欄には，Tokyo terminal, 
Japan の文字は見ることができないのである。
　詰まるところ，CIP，CPT，CIF，CFRの４つを除くほとんどの2010年版に
盛り込まれている条件は，積地基準（危険移転の分岐点），揚地基準（運賃／
保険料の負担地点）が一致するために，普通の捉え方で凡そ解釈できるが，
CIP，CPT，CIF，CFRの場合には，両基準にズレが生じているため，特別な
捉え方をしなければならないのである。
1016
721最新版インコタームズにおけるFCA，CPT，CIP 条件に関する一考察
　それでは，なぜそもそも CIP，CPT，CIF，CFR は，積地基準（危険移転
の分岐点），揚地基準（運賃／保険料の負担地点）の２つの基準を併せ持つか
のような姿を有しているのだろうか。
　これに関しては，CIP の源流であり，かつ，自然発生的に生成した CIF に
ついての歴史を辿った考察が必要となる。
　CIFの出自については諸説があるが，CIFの発展に大いに貢献した英国では，
今から丁度150年前の1862年の事件が CIF に関する初めての判例であるといわ
れている⒅。CIF が実務で実際に使われ始めたのがそれを遡る数年あるいは数
十年前と見積もれば，当時の同国の主要産業であった綿工業中心の貿易取引に
関する金融面からの歴史的分析が求められるが，小稿のテーマを大きく逸脱し
てしまうため，CIF 取引で重要な役割を果たしている船荷証券について特にそ
こに現れる仕向港名について少し言及してみる。なぜなら，CIF の本質を探る
には，その生成・発達に大切な役割を果たした，転々流通する船荷証券の分析
が不可欠だからである⒆。CIF はこの船荷証券を含んだ船積書類が，銀行等の
数多くの人々の手に転々と渡り，そこに金融が与えられるのを前提に発達を遂
げたのである。
　留意されるべきは，それらの船荷証券には必ず“Freight Prepaid（運賃支
払済）”の記載が必要だったことである。その理由は，“Freight Prepaid”の
記載がなければ船主（あるいは船長）が貨物に対する lien（先取特権）を持つ
ことになり，銀行にとってはそのような記載の無い船荷証券ではその担保価値
が著しく減じられたからである。
　つまり，銀行の担保価値を保全するためという，銀行主導の論理の下に，船
荷証券には常に“Freight Prepaid”の記載が求められ，さらに，その担保価
値の保全をより確たるものにするべく，保険が付けられていったという歴史が
─────────────────
⒅　Sassoon, D. M., C.I.F. and F.O.B. Contracts 4th ed., London, 1995, p. 348
⒆　Debattista C., Bills of Lading in Export Trade 3rd. ed., London, 2008, p. 13.
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存するのである。
　このように船荷証券をはじめとして各種の書類にどこが仕向港であるかが明
記されるようになったのであるが，理解しなければならないのは，その港名が
書類上にはっきり明示されたのは，そこで引渡しが行われるからではなく，そ
の港までの運賃・保険料が既に確実に支払われているという証拠が，書類の流
通面からの要請上，すなわち，金融の要請上必要だったからである。この点は
特に銘記されるべきところである。
　書類に現れる仕向港名に着目して，CIF が生成した19世紀の実務を簡単に振
り返ったのだが，それよりわかるのは，CIF の論理には既にその内側に荷為替
システムの思想が取り込まれており，そのシステムの中心には常に銀行という
存在があったことである。
　これらの理解に基づいて CIP をみればどうか。CIP 自体，この19世紀当時
の銀行中心の荷為替システムを取り込んだ CIF の論理に沿って構成されてい
ることが指摘できる。
　先に，CIP の近い将来における利用増についてやや懐疑的である旨の言及を
したのは，新しい条件として生み出された CIP それ自体の内部に，既に銀行
中心の荷為替システムが明確に刻み込まれているからである。CIF が判例に現
れてから150年の歳月が流れ，その間に売買当事者が金融を含めたパワーを蓄
えてゆくに伴って，銀行を介在させない銀行排除の取引形態が生み出され，同
時に，貿易の本質である迅速かつ確実に客先に貨物を届けるという物流に対す
るニーズが増す時代となったわけである。そのような時代に，まさに適う条件
として生み出されたのが CIP であったのだが、それ自体の内に150年前の慣習
を抱えこんでしまっていたのである。
　指摘されるべきは，必ずしも二者択一ではないが，金融を重視して考えるか，
それとも物流を重視して考えるかによって，CIP と CIF の関係性がまったく
異なって見えるという事実である。このことを敷衍すれば，金融概念と物流概
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念の関係をどのように捉えるかによって，貿易定型取引条件の多面的な性質を
浮き彫りにすることが可能となる。
　荷為替システム等の金融を重視した概念を軸にとれば，CIP と CIF は同種
であって決して切り離して論じられるべきものではないという結論が得られ
る。しかし，この結論は，本稿別箇所で得た door-to-door の運送という概念を
軸にとった場合の結論とは相容れない。なぜなら，door-to-door の運送か否か
という基準を用いるのであれば，CIP と CIF は互いに切り離されて論じるこ
とが可能であるからである。
　このような理解に基づけば，2010年版では，金融概念よりも door-to-door の
運送概念を重視して，論理構成をはかっていることが理解できる。すなわち，
ICC は，今日の企業内取引の増加や SCMの進展による取引実務に重きを置い
て，貿易定型取引条件を整理したといえるのである。
　但し，このことは，あくまで2010年版に限ったものである。確かに2010年版
においては，金融面より，物流面の色彩が強くなっていると指摘できるが，時
間軸を延ばした遠い将来においては今版における特徴がそのまま当て嵌まると
は限らない。
Ⅴ．小括
　ICCは，2010年版のインコタームズにおいて，主として物流面を重視しつつ，
貿易定型取引条件を整理し，FCA，CPT，CIP 等の door-to-door の運送を意
図した条件を他の条件より推奨したことについて論じてきた。そして，その試
みは，今日の貿易取引の特徴に配慮した結果ともいえ，合理性を持ったものと
して評価できることについても，さらにはそうしたことから取引にあたる実務
家はできる限り FCA，CPT，CIP の条件を用いるべきだとする卑見について
も述べてきた。
　尤も，CIP，CPTについては銀行を介在した荷為替システムの考え，すなわ
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ち伝統的な CIF の思想が刻まれていることを理由に，条件付きながら近い将
来にはそれほど利用は伸びないのではないかという予想も示した。
　しかし，次のような物流サービスが現在進行中であり，その種のサービスの
普及が今後見込まれることを考慮に入れれば，上の予想も将来，修正を余儀な
くされるかもしれない。
　どのような物流サービスかといえば，ある大手船社による，積地から仕向地
までのコンテナ貨物に関する総輸送日数を保証するサービスである。具体的に
は，船社の最大手であるMaersk Line がアジアの港（４つの港，すなわち，
寧波／上海／塩田／Tanjung Pelepas）から欧州の港（３つの港，すなわち
Rotterdam/Bremerhaven/Felixstowe）への12経路において，積地 CYでのい
わゆるカットオフの日付から，着地CYでのコンテナの引渡しまでに掛かる日
数を，あらかじめ設定された日数以内で保証し，万一遅れた場合には補償金を
船社が支払うというものである⒇。
　とりわけ，仕向地側でのコンテナ・ハンドリングや混雑事情によって貨物の
引渡日が定まらなかったことが荷主にとっての懸念材料であったから，リード
タイムの安定に資するこのサービスは，荷主にとってはこれまで自ら負担して
きたサプライチェーン上の不確実性に伴う追加コストの削減等が可能になる。
　このようなサービスの下で，CIF が仮に用いられたのであれば，そこでの
CIF には積地基準（危険移転の分岐点）と，揚地的基準（運賃 /保険料の負担
地点）とが離隔される合理的根拠は乏しいと言わざるを得ない。そのことは
CIP，CPTについても当て嵌まる。
　今後，この種の運送サービスは増えてゆくのであれば，それに伴い，貿易定
─────────────────
⒇　Maersk Line によるこのサービスは2011年の秋から開始されたものである。Maersk は，寧波か
ら欧州３港まで36日，上海から同港まで34日，塩田から同港まで30日，Tanjung Pelepas から同港
まで26日以内を保証するという。また，１－３日超過の場合にはコンテナ１本辺り100ドル，４日
以上の場合で同300ドルを違約金名目で払い戻すという。「マースクライン総輸送日数保証来月導
入」日本海事新聞，2011年９月14日の記事参照。
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型取引条件に付与される性質も徐々に変わってゆくことが予想される。CPT，
CIP，さらに FCAは，今後どのような変遷を辿るのであろうか。商流，物流，
金融との関係を含めて，利用者がどのような意味をそれらの条件に与えてゆく
のであろうか，興味深く見守ってゆきたい。
 以上　
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